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農業、ビジネスなど多方面に及んだ（参考文献①、②）。
RCTの課題は「結果の応用可能性」であった（参
考 文 献 ③ ）。 こ の 課 題 は 外 的 妥 当 性（external 
validity）とも呼ばれている。RCTから得られた結果
は、実験に取り上げた「同一と見なしうる2つのグルー
プ」に対しては厳密に妥当する（「内的妥当性」を満
たす）ものの、それら以外のグループの人々にも妥当
するとは限らない。この課題に対処するためにRCT
推進者は、「内的妥当性を満たす実験を、数多くの状
況で繰り返す」ことを求めている（参考文献②）。し
かし、その手間暇や費用がかさみ、評価対象のプロジェ
クトそのものの費用に比べても高額に上る場合もある。
さらに、実験は費用の観点から小規模で行われる傾向
にあり、小規模の実験が成功したとしても、それを大
規模に展開した時に、小規模実験の結果が妥当すると
は限らないという課題がある（参考文献④）。
●企業・産業の実像―国際価値連鎖―
成果主義に応える「証拠: evidence」を生み出す手
法は、統計学的な数量分析に限定されているわけでは
ない。具体的には、企業の事例分析が、経営学や産業
社会学の手法の応用として用いられてきた。その中心
概念は国際価値連鎖（Global Value Chain：GVC）で
ある。GVC論は、1つの製品の国際分業関係を、工程
毎の付加価値の連鎖と解釈し、それらの工程のうち、
できるだけ多くを開発途上国が担えば、開発途上国の
所得向上や産業発展につながると期待する。
GVC研究は、付加価値貿易（輸出品の価値総額の
うち国内で付加された価値）の動向という観点からも
注目されている。輸出入品の価値総額から付加価値を
分離するためには、産業連関分析が用いられている（参
考文献⑤）。
さらにGVCは、人権擁護や環境保護の観点からも
援用されている。ある製品を先進国の企業が販売する
として、その製品の生産工程のいくつかが開発途上国
でなされるというのは近年稀なことではない。そして
その工程で児童労働などの人権侵害や環境破壊が起
こった場合、その生産工程を担っていた開発途上国企
業のみならず、その作業を発注した先進国企業にも責
任の一端があるといえよう。2011年に国連は「ビジネ
スと人権」に関する行動原則を定めた（参考文献⑥）。
この報告書は生産活動のあらゆる工程（価値連鎖）に
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